
広報いわみ �

介護保険の財源 
（Ｈ18～Ｈ20） 

65歳以上 
の保険料 
19.0％ 
＋ 

前期借入金 
の返済 

830万円/年 

介護給付費等見込 
11億4,002万円/年 

国の負担金 
25.0％ 

県の負担金 
12.5％ 

町の負担金 
12.5％ 

40～64歳 
の保険料 
31.0％ 

（注1）介護給付費のうち施設サービス分は、
国20％、県17.5％の負担となります。 

（注2）地域支援事業も介護給付費と同様に65
歳以上の保険料で19.0％を賄います。 

　
　

歳
以
上
の
高
齢
者
が
納

65
め
る
介
護
保
険
料
は
、岩
美
町

で
必
要
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

事
業
費
に
応
じ
て
、一
人
当
た

り
の
保
険
料
が
決
ま
り
ま
す
。

　

第
三
期
介
護
保
険
事
業
計

画
で
、過
去
の
介
護
保
険
の
実

施
状
況
を
分
析
し
、介
護
予
防

を
積
極
的
に
取
り
組
ん
だ
場

合
の
今
後
の
要
介
護
者
の
人

数
、介
護
サ
ー
ビ
ス
に
必
要
な

事
業
費
な
ど
を
見
込
ん
で
、平

成　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で

18

20

の
介
護
保
険
料
を
改
定
し
ま

し
た
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
な
ど
に
必
要

な
事
業
費
の　

％
を
高
齢
者
の

19

保
険
料
で
賄
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

高
齢
者
の
人
口
は
増
加
し
な

い
の
に
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
要
介
護
認
定
者
が
増
加
し

て
お
り
、
今
後
も
増
加
す
る
傾
向

に
あ
る
の
で
、
事
業
費
が
膨
ら
む

た
め
保
険
料
を
増
額
せ
ざ
る
を

え
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、　

年
度
と　

年
度
に
事

16

17

業
費
が
計
画
を
上
回
っ
て
、
保
険

料
が
不
足
し
た
た
め
、
借
り
入
れ

た
借
金
を
返
済
す
る
費
用
も
今

回
の
保
険
料
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

■
介
護
保
険
料
の
納
め
方

●
特
別
徴
収

　

老
齢
年
金
等
が
年
額　

万
円
以

18

上
の
人
は
、年
金
か
ら
天
引
き（
特

別
徴
収
） 
さ
れ
ま
す
。
２
月
に
特

別
徴
収
し
た
金
額
を
８
月
ま
で
仮

徴
収
し
、
残
り
を　

月
以
降
に
本

10

徴
収
し
ま
す
の
で
、　

月
以
降
、

10

得
に
高
額
と
な
り
ま
す
。

　

障
害
基
礎
年
金
等
を
受
給
さ
れ

て
い
る
人
で
、
こ
れ
ま
で
天
引
き

で
き
な
か
っ
た
人
も　

月
か
ら
天

10

引
き
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

●
特
別
徴
収
で
き
な
い
人

　

次
の
場
合
は
、
特
別
徴
収
が
で

き
ま
せ
ん
の
で
、
福
祉
保
健
課
か

ら
送
ら
れ
る
納
付
書
に
も
と
づ
い

て
、
６
月
か
ら
の
偶
数
月
の
納
期

に
納
め
て
く
だ
さ
い
。

・
老
齢
年
金
等
が
年
額　

万
円
未

18

満
の
人

・　

歳
に
な
っ
た
年

65
・
住
所
を
移
転
し
た
と
き　

・
４
月
１
日
時
点
で
年
金
を
受
け

て
い
な
い
と
き

・
受
け
取
る
年
金
額
に
変
更
が

あ
っ
た
と
き　
　

な
ど

(注１)「第２段階」は、世帯全員が住民税非課税でも、世帯により所得状況に大きな差があるため、低所得者に配慮して今
年度から新たに設定されたものです。従来の基準額であった第3段階は、第4段階に変わっています。

(注２)「激変緩和措置」は、平成17年度税制改正において、65歳以上(平成17年1月1日時点)の人のうち前年の合計所得金
額が125万円以下の人に対する個人の住民税非課税措置が廃止されたことに伴い、保険料の段階が上がる人に対して
その急激な変化を緩和するもので、平成18年度と19年度の保険料を減額します。

�
�
�
�
��

�
�
	


�

�

��
�

�
�
�
�
�

��

�

��
�

�
�
�
�
�

��

�
��
�
��
��
�
�
���
��
�
�
���
����

■介護保険料段階別一覧表
保　険　料　年　額

対　　　　　象　　　　　者段　階
20年度19年度18年度

27,700円・生活保護を受給している人
・世帯全員が住民税非課税で老齢福祉年金を受給している人第１段階

27,700円世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額＋合計所得金額
が80万円以下の人第２段階

41,600円世帯全員が住民税非課税で、上記以外の人第３段階
55,500円世帯の誰かが住民税課税で、本人は住民税非課税の人

第４段階
(基準額) 55,500円

46,000円36,600円第１段階からの激変緩和措置対象者
46,000円36,600円第２段階からの激変緩和措置対象者
50,500円46,000円第３段階からの激変緩和措置対象者
69,300円本人が住民税課税で合計所得金額が200万円未満の人

第５段階
69,300円

55,500円41,600円第１段階からの激変緩和措置対象者
55,500円41,600円第２段階からの激変緩和措置対象者
59,900円50,500円第３段階からの激変緩和措置対象者
64,300円59,900円第４段階からの激変緩和措置対象者
83,200円本人が住民税課税で合計所得金額が200万円以上の人第６段階
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